
新

76件 　民生児童委員

規

　年間活動件数　16

完

,169件

・社会福祉

了

協議会活動事業補助金

事

　52,115,55

業

6円 ・社会福祉協議会

ゼ

活動事業補助金　55

ロ

,113,732円

・

予

助け合い推進事業委託

算

料　4,822,00

事

0円 ・助け合い推進事

業

業委託料　4,826

担

,158円

令和 6年

当

度　予定 令和 7年度

者

　予定

・民生児童委員

全

105人　主任児童委

体

員13人

　民生児童委

計

員　年間活動件数　1

画

6,000件

・社会福

経

祉協議会活動事業補助

費

金　59,026,0

区

00円

・助け合い推進

分

事業委託料　4,30

内

0,000円

線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 丸山

全体計画 令和 3年度 ～ 令和 7年度 経費区分 部局長裁量枠 内線 3312

事務事業名 4067 地域福祉推進事業

所　　属 100100 健康福祉部・福祉課

施　　策 02020600 地域福祉の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 030101 民生費・社会福祉費・社会福祉総務費
科目

事業 030000 地域福祉推進事業

事業目的 事業概要・効果 

住み慣れた地域で行政と住民が一体となって支え合う 社会の変化に対応しつつ、地域一人ひとりの暮らしを

総合的な地域福祉に取り組むことにより、市民福祉の 支え、地域福祉の推進を図っていくために、地域福祉

向上を図る。 を推進する民生児童委員との協力関係を維持し、活動

 を支援するとともに、地域福祉の中心とな

内

る社会福祉

協議会の活

部

動を支援することで、

評

地域住民が主体とな

っ

価

てみんなで支え合うま

【

ちづくりの実現を図る

二

。

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年

次

度実績及び予定

令和 

】

2年度　実績 令和 3

1

年度　実績

・民生児童

頁

委員106人　主任児

令

童委員13人 ・民生児

和

童委員106人　主任

　

児童委員13人

　民生

６

児童委員　年間活動件

年

数　15,465件 　

度

民生児童委員　年間活

　

動件数　15,408

行

件

・社会福祉協議会活

政

動事業補助金　50,

評

053,842円 ・社

価

会福祉協議会活動事業

事

補助金　52,939

業

,844円

・助け合い

別

推進事業委託料　4,

シ

818,000円 ・助

ー

け合い推進事業委託料

ト

　4,813,000

実

円

令和 4年度　実績

計

令和 5年度　実績

・

対

民生児童委員106人

象

　主任児童委員13人

評

・民生児童委員105

価

人　主任児童委員13

対

人

　民生児童委員　年

象

間活動件数　15,9



選定 新・地域見守り安心ネットワークへの理解の促進を図り、避難行動要支援者名簿への要配慮者全員の名簿登載

の 理 由 が今後の災害対策等に必要となる

最終年度 登録をお願いした方全員の登録を目指す

目標の根拠

指 標 名 民生児童委員の年間延べ訪問回数

算　　式 単位 件

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 24,000 24,000 24,000 24,000 24,000
目 標 値

実 績 27,689 26,417 24,847

指標選定 複雑化し、増加する住民の福祉ニーズに

内

対応するため、民生児

部

童委員の訪問の重要性

評

が増している

の 理 

価

由

最終年度 月平均で2

【

,000件程度を目標

二

とする

目標の根拠

事業

次

費 （単位：千円）

令和

】

 5年度 令和 6年度

2

決　　　算 予　　　算

頁

事業費 641,581

指

104,722

国庫支

 

出金 0 0

特 定 都道府

標

県支出金 32,941

 

7,948

財 源 地方

名

債 0 0

その他 1,47

算

6 1,477

一般財源

　

607,164 95,

　

297

正規職員 0.6

式

0.8
人員数

会計年度

単

（フル） 0.0 0.0

位

（人）
会計年度（パー

年

ト） 2.0 0.3

正規

　

職員 4,222.2 5

　

,629.6

人　員 会

度

計年度（フル） 0.0

令

0.0

コスト 会計年度

和

（パート） 3,538

 

.0 530.7

計 7,

3

760.2 6,160

年

.3

市民一人当たりの

度

経費 12.4 2.1

総

令

額 649,341.2

和

110,882.3

（

 

単位：千円）

令和 5

4

年度決算　事業費の内

年

訳

主な節 金額 内容

7節

度

  報償費 0

消耗品1

令

02　印刷製本費22

和

7
10節 需用費 33

 

0

社協委託料　5,1

5

36
12節 委託費 1

年

4,952
電算委託料

度

　9,814

14節 

令

工事請負費 0

社会福祉

和

協議会活動事業等補助

 

金　64,257
18

6

節 負担金補助及び交

年

付金 80,446
民生

度

委員協議会活動費負担

令

金　1,830 その

和

他 14,359

福祉

 

委員報酬　8,660

7

　扶助費（給付金）5

年

27,320　その他

度

9,873
その他 54

目

5,853

 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 福祉ボランティア活動に参加している人の数

算　　式 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 400 500 600 700 800
目 標 値

実 績 504 541 599

指標選定 地域福祉の推進には、住民による福祉ボランティア活動への参加が必要となる

の 理 由

最終年度 現状値から毎年100人ずつの増加を目指す

目標の根拠

指 標 名 新・地域見守り安心ネットワークに登録をお願いした方の登録の割合

算　　式 単位 ％

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000
目 標 値

実 績 2,029 2,005 1,993

指標



委

ト

・事業の成果は上が

託

っているか

・目標に対

費

する達成度は十分か

有

1

 効 性 ・市民生活上

4

の課題解決に貢献して

節

いるか 大変有効

・行政

 

内部の管理上の課題解

工

決に貢献しているか

・

事

事業の目的が達成でき

請

るような事業内容にな

負

っているか

給付金事業

費

について、申請率も9

1

5％を超えており、エ

8

ネルギー・食料品価格

節

等の物価高騰の影響を

 

受ける低所

得者支援を

負

行うことができた。
評

担

   価

コメント

・成

金

果を落とさずにコスト

補

を削減する方法はある

助

か

効 率 性 ・効率性

及

向上に努めているか 向

び

上

・使用料などの受益

交

者負担や補助対象事業

付

の範囲など、財源確保

金

の余地はないか

給付金

そ

事業について、同種の

の

事業を2021年度か

他

ら実施しており、事業

Ｃ

導入からデータ抽出、

Ｈ

申請書発送、受付

・支

Ｅ

払処理まで一連の作業

Ｃ

を係で分担して行える

Ｋ

ようブラッシュアップ

個

している。
評   価

別

コメント

振り返り（決

評

算年度の取組み課題）

価

エネルギー・食料品価

項

格等の物価高騰による

目

負担増を踏まえ、住民

評

税均等割非課税世帯等

価

に対する価格高騰重点

観

支援給付

金（１世帯３

点

万円）や長野県価格高

評

騰特別対策支援金（１

価

世帯２万円）の支給事

内

務を実施した。次年度

容

に予定されている

新た

・

に住民税非課税世帯等

市

となる世帯への給付金

民

についても遅滞なく準

の

備を行い、生活や暮ら

生

しの支援を行う。

毎年

命

福祉課より社会福祉協

・

議会に委託等している

財

事業（委託料５事業・

産

補助金５事業）につい

を

て、新年度予算編成期

守

に

社協の係長や事務局

る

長と数回協議し、事業

た

内容の再確認・精査を

め

実施した。

市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品16 
10節 需用

和

費 16

助け合い推進事

 

業委託料4,300　

6

災害ボランティア派遣

年

事業委託料100
12

度

節 委託費 6,193

当

市民意識調査業務委託

初

料1,672　その他

予

121

14節 工事請

算

負費 0

民生委員協議会

　

活動費負担金　2,5

事

59
18節 負担金補

業

助及び交付金 87,6

費

23
社会福祉協議会活

の

動事業補助金　55,

内

792　他29,27

訳

2

福祉委員報酬（社会

主

福祉の増進のため、市

な

長が委嘱）8,734

節

その他 10,890
そ

金

の他2,156

ＣＨＥ

額

ＣＫ

個別評価

項目 評価

内

観点 評価内容

・市民の

容

生命・財産を守るため

7

市が実施することが必

節

要不可欠な事業である

 

か

・行政内部の管理運

 

営上必要な事業である

報

か

必 要 性 ・市が主

償

体となり実施すべき事

費

業か 必要不可欠

・法的

1

な根拠や公的関与の妥

0

当性はあるか

・目的は

節

結果（施策の目指す理

 

想）に結びついている

需

か

地域福祉の推進を図

用

るため、社協や民生児

費

童委員の取組みを支援

1

し、市民の地域福祉活

2

動への参画を促進する

節

ために必要不可欠であ

 

る。
評   価

コメン



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

国からの給付金事業について、継続して実施し、低所 地域福祉の推進には、民生児童委員との協

内

力関係や、

得世帯の支

部

援を行った。 社会福祉

評

協議会の活動を支援し

価

連携することが不可欠

【

昨年度、社会福祉協議

二

会に委託等している事

次

業につい である。

て社

】

協と市で協議し、事業

4

の見直しを図った。 特

頁

に、昨年度も実施した

Ａ

社協との協議を継続し

Ｃ

、委託

・補助事業の見

Ｔ

直しを図る。

外部評価

Ｉ

次年度以降の方向性

外

Ｏ

部評価コメント

Ｎ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 宮下

全体計画 経費区分 － 内線 3314

事務事業名 4070 地域生活支援事業

所　　属 100100 健康福祉部・福祉課

施　　策 02020700 障がい者福祉の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030102 民生費・社会福祉費・障害者福祉費
科目

事業 020000 地域生活支援事業

事業目的 事業概要・効果 

地域生活支援事業を実施し、障がい者の社会活動を促 障害者総合支援法における地域生活支援事業（手話通

進する。 訳者派遣、相談事業、各種補助金）を実施し障がい者

の社会活動を促進する。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

各種事業を実施し、自立と社会参加促進を図る。 各種事業を実施し、自立と社会参加促進を図る

内

。

令和 4年度　実績

部

令和 5年度　実績

各

評

種事業を実施し、自立

価

と社会参加促進を図る

【

。 各種事業を実施し、

二

自立と社会参加促進を

次

図る。

令和 6年度　

】

予定 令和 7年度　予

1

定

各種事業を実施し、

頁

自立と社会参加促進を

令

図る。 各種事業を実施

和

し、自立と社会参加促

　

進を図る。

６年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



修を1回開催し、以降1回ずつ開催回数増加させる

目標の根拠

指 標 名 障がい者に対する啓発広報

算　　式 広報紙記事の掲載回 単位 件

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 2 2 2 2 2
目 標 値

実 績 2 2 2

指標選定 障がい者に対する市民への理解の促進を図るこことで、障がい者の地域生活を支援する

の 理 由

最終年度 平成28年度現状値の2.5倍を目指す

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 61,121 70,449

国庫支出

内

金 6,845 16,4

部

25

特 定 都道府県支

評

出金 3,419 8,2

価

13

財 源 地方債 0 0

【

その他 0 578

一般財

二

源 50,857 45,

次

233

正規職員 1.1

】

1.4
人員数

会計年度

2

（フル） 2.1 1.8

頁

（人）
会計年度（パー

指

ト） 0.0 0.2

正規

 

職員 7,740.7 9

標

,851.8

人　員 会

 

計年度（フル） 7,5

名

20.1 6,445.

算

8

コスト 会計年度（パ

　

ート） 0.0 353.

　

8

計 15,260.8

式

16,651.4

市民

単

一人当たりの経費 1.

位

5 1.7

総額 76,3

年

81.8 87,100

　

.4

（単位：千円）

令

　

和 5年度決算　事業

度

費の内訳

主な節 金額 内

令

容

手話通訳者派遣謝礼

和

等　496、成年後見

 

人等謝礼　74、他 

3

64
7節  報償費 6

年

34

消耗品費 72、

度

修繕料　3
10節 需

令

用費 75

地域相談支援

和

事業委託料　15,3

 

74、地域活動支援セ

4

ンター事業委託料　7

年

,
12節 委託費 27

度

,673
500、他　

令

4,799

14節 工

和

事請負費 0

認定審査会

 

共同設置負担金　1,

5

808、地域生活支援

年

拠点整備事業空床確保

度

18節 負担金補助及

令

び交付金 3,729
負

和

担金　768、他　1

 

,153

日常生活用具

6

給付費　9,276、

年

移動支援費　4,79

度

1、他　14,943

令

その他 29,010

和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 手話奉仕員養成講座

算　　式 累計参加者数 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 177 180 190 200 200
目 標 値

実 績 177 177 190

指標選定 聴覚障がい者のコミュニケーションを支援するため

の 理 由

最終年度 平成12年度からの平均受講者数

目標の根拠

指 標 名 専門性の高い相談支援の提供

算　　式 相談支援専門員の研修 単位 回

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 6 6 6 6 6
目 標 値

実 績 0 2 6

指標選定 障がい者が地域で生活できるよう、専門性の高い相談支援を提供することが必要

の 理 由

最終年度 平成28年度に相談支援専門員研



委

況に応じ事業を実施す

託

る必要がある。
評  

費

 価

コメント

・事業の

1

成果は上がっているか

4

・目標に対する達成度

節

は十分か

有 効 性 ・

 

市民生活上の課題解決

工

に貢献しているか 有効

事

・行政内部の管理上の

請

課題解決に貢献してい

負

るか

・事業の目的が達

費

成できるような事業内

1

容になっているか

社会

8

活動促進事業を中心に

節

事業を実施し、障害者

 

の自立と社会参加の促

負

進を図っている。

評 

担

  価

コメント

・成果

金

を落とさずにコストを

補

削減する方法はあるか

助

効 率 性 ・効率性向

及

上に努めているか 変わ

び

らない

・使用料などの

交

受益者負担や補助対象

付

事業の範囲など、財源

金

確保の余地はないか

補

そ

助対象事業の範囲拡大

の

の余地があるため、2

他

024年度検討する。

Ｃ

評   価

コメント

振

Ｈ

り返り（決算年度の取

Ｅ

組み課題）

障がい者の

Ｃ

状況に応じ、社会活動

Ｋ

促進事業を中心に事業

個

を実施し、障がい者の

別

自立と社会参加の促進

評

を図った。

新型コロナ

価

ウィルス感染症による

項

影響で過去２年間中止

目

していた手話奉仕員養

評

成講座を再開、14名

価

受講し13名が修了し

観

た

。

相談支援専門員の

点

人材育成等を目的とし

評

た研修を、自立支援協

価

議会相談支援部会内で

内

年２回実施。今後も継

容

続実施、開催

回数増加

・

が必要。

市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

手話通訳者派遣謝礼　

令

559、その他　13

和

1
7節  報償費 69

 

0

消耗品費 56、修

6

繕費 100
10節 

年

需用費 156
 

地域相

度

談支援事業委託料　2

当

2,234、地域活動

初

支援センター事業委託

予

料　7,
12節 委託

算

費 35,325
500

　

、他　5,591

14

事

節 工事請負費 0

認定

業

審査会共同設置負担金

費

　1,763、地域生

の

活支援拠点整備事業空

内

床確保
18節 負担金

訳

補助及び交付金 5,1

主

69
負担金　759、

な

他　2,647

日常生

節

活用具給付費　12,

金

000、移動支援費　

額

6,900、他　10

内

,209
その他 29,

容

109

ＣＨＥＣＫ

個別

7

評価

項目 評価観点 評価

節

内容

・市民の生命・財

 

産を守るため市が実施

 

することが必要不可欠

報

な事業であるか

・行政

償

内部の管理運営上必要

費

な事業であるか

必 要

1

 性 ・市が主体となり

0

実施すべき事業か 高い

節

・法的な根拠や公的関

 

与の妥当性はあるか

・

需

目的は結果（施策の目

用

指す理想）に結びつい

費

ているか

障がい者等が

1

安心して地域で生活す

2

るために必要な事業で

節

ある。

市町村が地域の

 

特性、障がい者等の状



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 抜本的見直し（拡大） 次年度以降の方向性 抜本的見直し（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

障害福祉サービス事業の喫緊の課題として相談支援専 2026年度までに基幹相談支援センター

内

と児童発達支援

門員の

部

確保があり、今年度、

評

現状の把握、対応方法

価

の センターの設置を進

【

める。関係機関との協

二

議も進めて

検討を行う

次

。また基幹相談支援セ

】

ンター、児童発達支 お

4

り、今後も継続してい

頁

く。須高地域自立支援

Ａ

協議会

援センターの整

Ｃ

備について関係機関等

Ｔ

と協議し、具体 の活動

Ｉ

と連携し、施策を進め

Ｏ

ていくことが重要。

的

Ｎ

な方向を決定する。

外

１

部評価

次年度以降の方

次

向性

外部評価コメント

評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 宮下　由紀子

全体計画 経費区分 － 内線 3317

事務事業名 4071 支援費サービス事業

所　　属 100100 健康福祉部・福祉課

施　　策 02020700 障がい者福祉の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030102 民生費・社会福祉費・障害者福祉費
科目

事業 030000 支援費サービス事業

事業目的 事業概要・効果 

自立支援サービス事業を実施し、障がい者の自立を図 障害者総合支援法における自立支援サービス事業（ホ

る。 ームヘルプ、通所、入所等）の支援給付費を支給し、

障がい者の自立を促進する。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

各種事業を実施し、障がい者の自立促進を図る。 各種事業を実施し、障がい者の自

内

立促進を図る。

令和 

部

4年度　実績 令和 5

評

年度　実績

各種事業を

価

実施し、障がい者の自

【

立促進を図る。 各種事

二

業を実施し、共生社会

次

の実現を図る。

令和 

】

6年度　予定 令和 7

1

年度　予定

各種事業を

頁

実施し、共生社会の実

令

現を図る。 各種事業を

和

実施し、共生社会の実

　

現を図る。

６年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



 標 値
実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 1,233,739 1,195,217

国庫支出金 608,041 595,689

特 定 都道府県支出金 302,811 297,844

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 322,887 301,684

正規職員 1.6 2.9
人員数

会計年度（フル） 0.5 0.6
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 11,259.2 20,407.3

人　員 会計年度（フル） 1,790.5 2,148

内

.6

コスト 会計年度（

部

パート） 0.0 0.0

評

計 13,049.7 2

価

2,555.9

市民一

【

人当たりの経費 23.

二

8 23.3

総額 1,2

次

46,788.7 1,

】

217,772.9

（

2

単位：千円）

令和 5

頁

年度決算　事業費の内

指

訳

主な節 金額 内容

7節

 

  報償費 0

消耗品費

標

 57
10節 需用費

 

57

総合福祉事務支援

名

委託料510、医療費

算

審査支払事務委託料 

　

16
12節 委託費 5

　

26

14節 工事請負

式

費 0

18節 負担金補

単

助及び交付金 0

生活介

位

護支援費 307,4

年

05、共同生活援助等

　

支援費　157,20

　

8、就労継続支
その他

度

1,233,156
援

令

費 361,974、

和

その他　406,56

 

9

3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 障害者総合支援法による福祉サービスにより一般就労した人の数

算　　式 2019年度実績の1.27倍以上 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 5 5 5 5 5
目 標 値

実 績 0 7 3

指標選定 障がいを持つ人やその家族が、その人らしく生活するために福祉サービスの提供が必要。

の 理 由

最終年度 第７期須坂市障がい福祉計画

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目



委

るか

・目標に対する達

託

成度は十分か

有 効 

費

性 ・市民生活上の課題

1

解決に貢献しているか

4

有効

・行政内部の管理

節

上の課題解決に貢献し

 

ているか

・事業の目的

工

が達成できるような事

事

業内容になっているか

請

障がい福祉サービス利

負

用により、障がい者等

費

が安心、安全に生活す

1

ることができている。

8

評   価

コメント

・

節

成果を落とさずにコス

 

トを削減する方法はあ

負

るか

効 率 性 ・効率

担

性向上に努めているか

金

変わらない

・使用料な

補

どの受益者負担や補助

助

対象事業の範囲など、

及

財源確保の余地はない

び

か

サービス等利用計画

交

等に基づき、サービス

付

の適正支給量を判断し

金

ている。

評   価

コ

そ

メント

振り返り（決算

の

年度の取組み課題）

相

他

談支援等に基づき作成

Ｃ

されたサービス等利用

Ｈ

計画により、各種サー

Ｅ

ビスの利用が図られた

Ｃ

。

障がい者が利用する

Ｋ

施設サービス（生活介

個

護、就労継続支援、療

別

養介護等）、居宅介護

評

事業（居宅介護、重度

価

訪問介護、

行動援護等

項

）、短期入所事業、共

目

同生活介護等支援事業

評

のいずれにおいても、

価

支援費の額が増加。

障

観

がい児通所サービスに

点

おいても、支援費の額

評

が増加している。

価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費 56
10節 需

和

用費 56

総合福祉事務

 

支援委託料 189、

6

医療費審査支払事務委

年

託料 29
12節 委

度

託費 218

14節 工

当

事請負費 0

18節 負

初

担金補助及び交付金 0

予

生活介護支援費 30

算

5,500、共同生活

　

援助等支援費 136

事

,000、就労継続支

業

援
その他 1,194,

費

943
費　340,0

の

00、その他　413

内

,443

ＣＨＥＣＫ

個

訳

別評価

項目 評価観点 評

主

価内容

・市民の生命・

な

財産を守るため市が実

節

施することが必要不可

金

欠な事業であるか

・行

額

政内部の管理運営上必

内

要な事業であるか

必 

容

要 性 ・市が主体とな

7

り実施すべき事業か 必

節

要不可欠

・法的な根拠

 

や公的関与の妥当性は

 

あるか

・目的は結果（

報

施策の目指す理想）に

償

結びついているか

障害

費

者自立支援法の施行か

1

ら、障がいのある方々

0

にとって最も身近な市

節

町村が一元的にサービ

 

スを提供するこ

ととな

需

った。障がい者等の生

用

活を支えるため、居宅

費

介護、就労継続支援、

1

共同生活援助は必要不

2

可欠なもので
評   

節

価
ある。

コメント

・事

 

業の成果は上がってい



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

障害福祉サービスの需要が高まっており、増加傾向に 障がい者の自立支援を促進するため、必要

内

不可欠な事

ある。特に

部

居宅介護、重度訪問介

評

護、共同生活援助、 業

価

であり、制度に基づい

【

た支援費は増加してい

二

る。今

放課後デイサー

次

ビスなどが増加してい

】

るが、障害者・ 後も適

4

正なサービス利用を図

頁

る。

児の支援制度とし

Ａ

て必要不可欠である。

Ｃ

外部評価

次年度以降の

Ｔ

方向性

外部評価コメン

Ｉ

ト

ＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 丸山

全体計画 平成 3年度 ～ 令和 7年度 経費区分 部局長裁量枠 内線 3312

事務事業名 4074 福祉会館管理事業

所　　属 100100 健康福祉部・福祉課

施　　策 02020700 障がい者福祉の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030105 民生費・社会福祉費・福祉会館費
科目

事業 010000 福祉会館管理事業

事業目的 事業概要・効果 

障がい者福祉の増進と自立の促進を図るために設置定 ・障がい者の福祉の増進と自立の促進を図るため、施

した施設の維持管理と適切な管理運営を行うことによ 設を指定管理者として（公社）須高広域シルバー人材

り、障がい者福祉の向上を図る。 センターへ管理委託する。

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　

内

実績 令和 3年度　実

部

績

・年間登録団体数　

評

27団体 ・年間登録団

価

体数　27団体

・年間

【

利用団体数、利用者数

二

　681団体、9,0

次

34人 ・年間利用団体

】

数、利用者数　975

1

団体、12,374人

頁

令和 4年度　実績 令

令

和 5年度　実績

・年

和

間登録団体数　29団

　

体 ・年間登録団体数　

６

26団体

・年間利用団

年

体数、利用者数　1,

度

331団体、15,3

　

70人 ・年間利用団体

行

数、利用者数　1,3

政

69団体、16,98

評

4人

令和 6年度　予

価

定 令和 7年度　予定

事

・年間登録団体数　2

業

6団体

・年間利用団体

別

数、利用者数　1,3

シ

69団体、16,98

ー

4人

ト

実計対象 評価対象



6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 4,696 4,537

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 232 274

一般財源 4,464 4,263

正規職員 0.1 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 703.7 703.7

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 703.7 703.7

市民

内

一人当たりの経費 0.

部

1 0.1

総額 5,39

評

9.7 5,240.7

価

（単位：千円）

令和 

【

5年度決算　事業費の

二

内訳

主な節 金額 内容

7

次

節  報償費 0

修繕料

】

405
10節 需用費

2

405

福祉会館指定管

頁

理委託料3,961
1

指

2節 委託費 3,96

 

1

14節 工事請負費

標

0

18節 負担金補助

 

及び交付金 0

備品購入

名

費289　AED41

算

その他 330

　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 福祉会館の年間利用者数

算　　式 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 15,000 15,100 15,200 15,300 15,400
目 標 値

実 績 12,374 15,370 16,984

指標選定 福祉関係者による会館の有効利用を図る

の 理 由

最終年度 年々減少傾向にあることから、平成28年度値の以上の利用として、年間100人増を目指す

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 



委

しているか

・事業の目

託

的が達成できるような

費

事業内容になっている

1

か

指定管理者である(

4

公社)須高広域シルバ

節

ー人材センターが適正

 

に施設管理を行い、障

工

がい者及び福祉団体の

事

会

議等に広く利用され

請

、市民生活の向上に貢

負

献している。
評   

費

価

コメント

・成果を落

1

とさずにコストを削減

8

する方法はあるか

効 

節

率 性 ・効率性向上に

 

努めているか 変わらな

負

い

・使用料などの受益

担

者負担や補助対象事業

金

の範囲など、財源確保

補

の余地はないか

利用者

助

負担の余地があるか検

及

討する。

評   価

コ

び

メント

振り返り（決算

交

年度の取組み課題）

指

付

定管理者(公社)須高

金

広域シルバー人材セン

そ

ターが福祉会館の施設

の

管理を行い、障がい者

他

及び福祉団体の会議等

Ｃ

に広く活

用された。消

Ｈ

防設備や１、２階廊下

Ｅ

壁紙の修繕、図書室エ

Ｃ

アコンの更新を行い、

Ｋ

利用者が快適に利用で

個

きるよう努めた。

以前

別

から利用者要望がある

評

Wi－Fi設置につい

価

ても、新年度以降対応

項

していく。

 

目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

福祉会館

和

指定管理者委託料3,

 

886　無線通信環境

6

整備委託料288
12

年

節 委託費 4,175

度

 

14節 工事請負費

当

0

18節 負担金補助

初

及び交付金 0

通信運搬

予

費（Wi－Fi通信料

算

）320　AED42

　

その他 362

ＣＨＥＣ

事

Ｋ

個別評価

項目 評価観

業

点 評価内容

・市民の生

費

命・財産を守るため市

の

が実施することが必要

内

不可欠な事業であるか

訳

・行政内部の管理運営

主

上必要な事業であるか

な

必 要 性 ・市が主体

節

となり実施すべき事業

金

か 必要不可欠

・法的な

額

根拠や公的関与の妥当

内

性はあるか

・目的は結

容

果（施策の目指す理想

7

）に結びついているか

節

障がいのある方やその

 

家族、また障がいボラ

 

ンティア活動を行う方

報

等が地域福祉の活動を

償

行う福祉の拠点であ

り

費

、また、福祉会館は指

1

定緊急避難場所とされ

0

ていることからも、必

節

要不可欠である。
評 

 

  価

コメント

・事業

需

の成果は上がっている

用

か

・目標に対する達成

費

度は十分か

有 効 性

1

・市民生活上の課題解

2

決に貢献しているか 大

節

変有効

・行政内部の管

 

理上の課題解決に貢献



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

1986年度に建設。2020年度に屋根、外壁などの大規模 障がい者の福祉の増進と自立の促

内

進を図るための施設

改

部

修工事を行った、その

評

後も設備の更新など順

価

次行い として、利用者

【

が快適に利用できるよ

二

う整備・管理す

、利用

次

者が快適に利用できる

】

よう努めている。 る必

4

要がある。

外部評価

次

頁

年度以降の方向性

外部

Ａ

評価コメント

ＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 宮尾伸幸

全体計画 経費区分 － 内線 3314

事務事業名 12554 生活困窮者自立支援事業

所　　属 100100 健康福祉部・福祉課

施　　策 02020800 生活困窮者への支援

会計 01 一般会計
予算

科目 030101 民生費・社会福祉費・社会福祉総務費
科目

事業 090000 生活困窮者自立支援事業

事業目的 事業概要・効果 

生活困窮者の自立を支援するため、適切な相談業務等 法律に基づき要支援者の自立に向けた支援を行う。

を行う。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

新規相談件数 4件/月 新規相談件数 8件/月

プラン作成件数 　1件/月 プラン作成件数 3件/月

就労支援対象者数 　1件/月 就労支援対象者数

内

 2件/月

令和 4年

部

度　実績 令和 5年度

評

　実績

新規相談件数 

価

4件/月 新規相談件数

【

 4件/月

プラン作成

二

件数 1件/月 プラン

次

作成件数 1件/月

就

】

労支援対象者数 2件

1

/月 就労支援対象者数

頁

 1件/月

令和 6年

令

度　予定 令和 7年度

和

　予定

新規相談件数 

　

8件/月 新規相談件数

６

 8件/月

プラン作成

年

件数 4件/月 プラン

度

作成件数 4件/月

就

　

労支援対象者数 2件

行

/月 就労支援対象者数

政

 2件/月

（厚労省目

評

安値） （厚労省目安値

価

）

事業別シート

実計対象 評価対象



件）から推計。

の 理 由

最終年度 平成28年度目標値を6件とし、毎年1件の増加を目標とする。

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 27,001 29,136

国庫支出金 12,011 11,536

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 14,990 17,600

正規職員 1.0 1.0
人

内

員数
会計年度（フル）

部

0.0 0.0
（人）

会

評

計年度（パート） 0.

価

0 0.0

正規職員 7,

【

037.0 7,037

二

.0

人　員 会計年度（

次

フル） 0.0 0.0

コ

】

スト 会計年度（パート

2

） 0.0 0.0

計 7,

頁

037.0 7,037

指

.0

市民一人当たりの

 

経費 0.7 0.7

総額

標

34,038.0 36

 

,173.0

（単位：

名

千円）

令和 5年度決

算

算　事業費の内訳

主な

　

節 金額 内容

市孤独・孤

　

立対策官民連携プラッ

式

トフォーム推進協議会

単

委員謝礼 26
7節 

位

 報償費 26

10節 

年

需用費 0

委託料（自立

　

相談支援事業 22,

　

292、家計相談支援

度

事業 346、こども

令

の生
12節 委託費 2

和

3,473
活・学習支

 

援事業 833）

14

3

節 工事請負費 0

県施

年

行就労準備支援事業負

度

担金 1,524
18

令

節 負担金補助及び交

和

付金 1,524
 

扶助

 

費（住居確保給付金 

4

1,076）、償還金

年

 902
その他 1,9

度

78

令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 新規相談受付件数（1ヵ月当たり）

算　　式 人口10万人で1カ月当たり16件、須坂市は人口5万人として、16/2＝8件 単位 件

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 11 12 13 14 15
目 標 値

実 績 8 4 4

指標選定 国が示す目安値を使用。

の 理 由

最終年度 平成27年度を現行値（10件）として、毎年1件の増を目標とする。

目標の根拠

指 標 名 相談支援により就労につながった数（年間）

算　　式 就労支援対象者数 単位 件

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 4 5 6 7 8
目 標 値

実 績 2 2 1

指標選定 国の示す目安値を参考に、平成27年度の実績（3



委

。

評   価

コメント

託

・事業の成果は上がっ

費

ているか

・目標に対す

1

る達成度は十分か

有 

4

効 性 ・市民生活上の

節

課題解決に貢献してい

 

るか 有効

・行政内部の

工

管理上の課題解決に貢

事

献しているか

・事業の

請

目的が達成できるよう

負

な事業内容になってい

費

るか

生活課題がある相

1

談者に対して相談事業

8

や給付事業を行ってお

節

り、有効性は高い。

評

 

   価

コメント

・成

負

果を落とさずにコスト

担

を削減する方法はある

金

か

効 率 性 ・効率性

補

向上に努めているか 変

助

わらない

・使用料など

及

の受益者負担や補助対

び

象事業の範囲など、財

交

源確保の余地はないか

付

国、県からの補助金、

金

負担金で約４割の財源

そ

を確保している。また

の

、アウトリーチによる

他

支援等時間をかける

必

Ｃ

要がある事業であるた

Ｈ

め効率性はあまり期待

Ｅ

できない。
評   価

Ｃ

コメント

振り返り（決

Ｋ

算年度の取組み課題）

個

昨年度まで課題となっ

別

ていた一時生活支援事

評

業について、令和６年

価

度から実施することと

項

した。

なお、孤独・孤

目

立・ひきこもりなどの

評

支援については、大き

価

く分けて２つの支援（

観

①支援を必要とする方

点

に対する受け皿

となる

評

支援、②支援に繋がら

価

ない方への支援）が必

内

要となるが、決定的な

容

解決策は無いため行政

・

と民間が一層連携し長

市

期

的に支援できる体制

民

づくりが必要と思われ

の

る。

生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

市孤独・孤立対策官民

令

連携プラットフォーム

和

推進協議会委員謝礼 

 

39
7節  報償費 6

6

9
市孤独・孤立対策官

年

民連携プラットフォー

度

ム推進協議会講師謝礼

当

 30

10節 需用費

初

0

委託料（自立相談支

予

援事業 23,383

算

、家計改善支援事業等

　

 845、
12節 委

事

託費 25,894
子ど

業

もの生活・学習支援事

費

業　1,666）

14

の

節 工事請負費 0

負担

内

金（県共同実施就労準

訳

備支援事業 1,53

主

0）
18節 負担金補

な

助及び交付金 1,53

節

0

扶助費（住居確保給

金

付金 1,000　一

額

時生活支援事業 63

内

0）旅費 13
その他

容

1,643

ＣＨＥＣＫ

7

個別評価

項目 評価観点

節

評価内容

・市民の生命

 

・財産を守るため市が

 

実施することが必要不

報

可欠な事業であるか

・

償

行政内部の管理運営上

費

必要な事業であるか

必

1

 要 性 ・市が主体と

0

なり実施すべき事業か

節

必要不可欠

・法的な根

 

拠や公的関与の妥当性

需

はあるか

・目的は結果

用

（施策の目指す理想）

費

に結びついているか

自

1

立相談、住居確保給付

2

など生活に困窮した市

節

民に対して実施する必

 

要不可欠な事業である



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

今年度から一時的に住まいに困窮する生活困窮者への 生活に困窮している人が安心して生活できるよ

内

う、庁

支援がの事業を

部

新設した。また、ひき

評

こもり支援部会 内各課

価

や関係機関と連携し事

【

業を実施。孤独・孤立

二

対

において、過去に関

次

りがありながら、支援

】

につながら 策として市

4

の公式LINEを活用

頁

した相談窓口の案内を

Ａ

開

ないケースをアウト

Ｃ

リーチによる支援を始

Ｔ

めている。 始した。引

Ｉ

き続き、相談支援体制

Ｏ

の構築を進め、支援

を

Ｎ

充実させる。

外部評価

１

次年度以降の方向性

外

次

部評価コメント

評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

向け、関係機関と連携

規

し、就労支援等の必

要

完

な支援を行う。 要な支

了

援を行う。

事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 宮尾伸幸

全体計画 経費区分 － 内線 3314

事務事業名 4083 生活保護費

所　　属 100100 健康福祉部・福祉課

施　　策 02020800 生活困窮者への支援

会計 01 一般会計
予算

科目 030302 民生費・生活保護費・扶助費
科目

事業 010000 生活保護費

事業目的 事業概要・効果 

生活に困窮する者に対し困窮の度合いに応じ必要な保 被保護世帯に対して、生活保護制度に基づき、世帯の

護を行い、最低限の生活を保障するとともに、その自 自立助長のため各種扶助費を支給する。

立を助長することで地域福祉の向上を図る。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

被保護世帯の最低限度の生活を保障するとともに、世 被保護

内

世帯の最低限度の生活

部

を保障するとともに、

評

世

帯の自立に向け、関

価

係機関と連携し、就労

【

支援等の必 帯の自立に

二

向け、関係機関と連携

次

し、就労支援等の必

要

】

な支援を行った。 要な

1

支援を行った。

年度平

頁

均保護率　4.3‰

令

令

和 4年度　実績 令和

和

 5年度　実績

被保護

　

世帯の最低限度の生活

６

を保障するとともに、

年

世 被保護世帯の最低限

度

度の生活を保障すると

　

ともに、世

帯の自立に

行

向け、関係機関と連携

政

し、就労支援等の必 帯

評

の自立に向け、関係機

価

関と連携し、就労支援

事

等の必

要な支援を行っ

業

た。 要な支援を行った

別

。

年度平均保護率　4

シ

.2‰ 年度平均保護率

ー

　4.1‰

令和 6年

ト

度　予定 令和 7年度

実

　予定

被保護世帯の最

計

低限度の生活を保障す

対

るとともに、世 被保護

象

世帯の最低限度の生活

評

を保障するとともに、

価

世

帯の自立に向け、関

対

係機関と連携し、就労

象

支援等の必 帯の自立に



り、就労による自立を支援する。

の 理 由

最終年度 現状値から毎年1％の増加を目指す。

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 313,536 339,937

国庫支出金 224,335 254,952

特 定 都道府県支出金 2,279 3,600

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 86,922 81,385

正規職

内

員 3.7 4.1
人員数

部

会計年度（フル） 0.

評

0 0.0
（人）

会計年

価

度（パート） 0.4 0

【

.0

正規職員 26,0

二

36.9 28,851

次

.7

人　員 会計年度（

】

フル） 0.0 0.0

コ

2

スト 会計年度（パート

頁

） 707.6 0.0

計

指

26,744.5 28

 

,851.7

市民一人

標

当たりの経費 6.5 7

 

.0

総額 340,28

名

0.5 368,788

算

.7

（単位：千円）

令

　

和 5年度決算　事業

　

費の内訳

主な節 金額 内

式

容

7節  報償費 0

1

単

0節 需用費 0

12節

位

 委託費 0

14節 工

年

事請負費 0

18節 負

　

担金補助及び交付金 0

　

生活保護扶助費 31

度

3,536
その他 31

令

3,536

和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 保護率

算　　式 被保護人員／人口 単位 ％

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 0.54 0.54 0.54 0.54 0.54
目 標 値

実 績 0.43 0.42 0.41

指標選定 生活困窮者自立支援法の実施により、平成27年度値の維持にとどめる。

の 理 由

最終年度 県の平均値

目標の根拠

指 標 名 自立により保護廃止となった世帯の割合

算　　式 稼働収入の増加、他方活用による保護廃止世帯／保護廃止世帯全体 単位 ％

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 36 37 38 39 40
目 標 値

実 績 52.4 39.4

指標選定 就労支援事業及び就労準備支援事業の活用によ



委

ストを削減する方法は

託

あるか

効 率 性 ・効

費

率性向上に努めている

1

か 変わらない

・使用料

4

などの受益者負担や補

節

助対象事業の範囲など

 

、財源確保の余地はな

工

いか

財源は約４分の３

事

が国及び県からの負担

請

金となっている。

効率

負

性は世帯の状況により

費

様々な課題を抱える世

1

帯があり、必要に応じ

8

た支援を行い柔軟に対

節

応している。
評   

 

価

コメント

振り返り（

負

決算年度の取組み課題

担

）

同様の指導指示を繰

金

り返しても改善が無い

補

世帯への対応が課題で

助

ある。

及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

18節 負担

6

金補助及び交付金 0

生

年

活保護扶助費 339

度

,937
その他 339

当

,937

ＣＨＥＣＫ

個

初

別評価

項目 評価観点 評

予

価内容

・市民の生命・

算

財産を守るため市が実

　

施することが必要不可

事

欠な事業であるか

・行

業

政内部の管理運営上必

費

要な事業であるか

必 

の

要 性 ・市が主体とな

内

り実施すべき事業か 必

訳

要不可欠

・法的な根拠

主

や公的関与の妥当性は

な

あるか

・目的は結果（

節

施策の目指す理想）に

金

結びついているか

最低

額

生活の維持が困難な世

内

帯に対し、憲法が定め

容

る最低生活の保障をす

7

るため必要不可欠な事

節

業である。

評   価

 

コメント

・事業の成果

 

は上がっているか

・目

報

標に対する達成度は十

償

分か

有 効 性 ・市民

費

生活上の課題解決に貢

1

献しているか 普通

・行

0

政内部の管理上の課題

節

解決に貢献しているか

 

・事業の目的が達成で

需

きるような事業内容に

用

なっているか

世帯が自

費

立できるよう、関係機

1

関と連携し就労支援等

2

の必要な事業を行った

節

。

評   価

コメント

 

・成果を落とさずにコ



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

被保護世帯は横ばい傾向であるが、高齢者世帯は増加 被保護者の自立支援を中心に、関係課との

内

連携や他法

傾向。高齢

部

者以外の世帯で就労が

評

可能な世帯について ・

価

制度の活用を行い、相

【

談支援対応をしている

二

。医療

引き続き就労に

次

結びつける、また高齢

】

者世帯について 扶助が

4

増加傾向であり、被保

頁

護者の健診受診を促進

Ａ

す

健康診断などの受診

Ｃ

率を上げる取り組みな

Ｔ

どが必要。 ることは重

Ｉ

要である。

外部評価

次

Ｏ

年度以降の方向性

外部

Ｎ

評価コメント

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


